
３ プランの具体的な取組内容

（１）歳入確保

ア ふるさと納税増収

イ 広告事業検討

ウ 新たな資金調達検討

検討項目 具体的な取組内容

目標数値等又は

歳入増加見込額（単位：千円）

平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度

寄附目的の明確化と

返礼品の見直し

第２次新城市総合計画基本構想の重点施策

として取り組む事業を選定 ３事業以上

１０，０００

６事業以上

２０，０００

事業の発展

２５，０００

事業の発展

３０，０００既存の基金に積み立て、次年度以降実施する

仕組みを構築

季節限定、体験型など新城市の特色を活かし

た返礼品の充実
６０品以上 ７０品以上 ８０品以上 １００品以上

市民のふるさと納税ＰＲ組織「（仮称）ふる

さと応援団」によるＰＲ
１０人以上 ３０人以上 ８０人以上 １６０人以上

検討項目 具体的な取組内容

目標数値等又は

歳入増加見込額（単位：千円）

平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度

自動販売機設置への

市場競争の導入

行政財産の貸付けによる自動販売機の設置

（貸付期間：３年間）

調整・入札

（１０台）

－

設置（１０台）

６００

継続（１０台）

６００

継続（１０台）

入札（１０台）

６００

ホームページ広告事

業

公式ホームページの更新

業者選定

－

新ＨＰ稼働

－

継続

－

継続

－

広告枠を広告事業者へまとめて貸付け

要綱整備

入札

－

契約

３００

継続

６００

継続

６００

公共施設での広告事

業

新庁舎における壁面広告事業の実施

実施

１８０

継続

１８０

継続

１８０

継続

１８０

他の公共施設等での広告事業の展開

検討・入札等

－

実施

１００

実施

１００

実施

１００

広告付番号表示システムの導入（総合窓口

化）

検討・入札

１，０００

導入

－

継続

－

継続

－

検討項目 具体的な取組内容

目標数値等又は

歳入増加見込額（単位：千円）

平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度

市の事業や民間への

クラウドファンディ

ングの導入検討

事務事業判定・予算編成事務を見直し、クラ

ウドファンディングを自主財源として位置

付け

見直し － － －

市の事業においてクラウドファンディング

による資金調達を実施
－ 実施 実施 実施

民間事業について、制度設計及びクラウドフ

ァンディング事業者との協定締結
協定締結 実施 実施 実施
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エ 徴収率向上

オ 公共施設使用料等適正化

カ 市有地・分譲地売却

検討項目 具体的な取組内容

目標数値等又は

歳入増加見込額（単位：千円）

平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度

現年度徴収率の向上

と収入未済額縮減に

向けた全庁的な取り

組みの推進

（債権管理計画及び

債権管理条例の策定、

債権管理の一元化）

債権の一元管理

債権管理計画の策定、債権管理条例の制定
検討

計画策定

条例制定

新設部署へ

一元化

継続 継続

現年度徴収率の向上

（平成２９年度：９８．６７％）
－

９８．８０％

２９，０００

９８．８６％

２９，０００

９８．９３％

２９，０００

収入未済額の縮減

（平成２９年度末：６０３，０００千円）
－ ４０，０００ ４０，０００ ４０，０００

債権管理に関するレベルアップのための職

場内研修等の実施
実施 継続 継続 継続

検討項目 具体的な取組内容

取組目標等又は

歳入増加見込額（単位：千円）

平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度

施設使用料算定の適

正化

平成２２年度算定料金をもとに、消費税率を

見直した料金に改定
条例等改正

条例施行

新料金
継続 継続

受益者負担割合の見直し

（平成３５年度料金改定）
－

受益者負担

割合の見直し

受益者負担

割合の見直し
条例等改正

減免措置のあり方
各課減免要綱等廃止し、新たな市内全施設統

一の減免規定を策定

現行の減免

要綱等廃止

条例改正

新たな減免

規定策定

周知期間

減免措置

原則廃止

５，０００

実施

５，０００

継続

５，０００

検討項目 具体的な取組内容

取組目標等又は

歳入増加見込額（単位：千円）

平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度

市 有 地

と 分 譲

地 の 早

期売却

財政課

低いコストで効果的な広告等による販売促

進の継続
２５，０００ ５，０００ ５，０００ ５，０００

袋地、面積過小又は不整形等の土地で、その土地に

隣接する土地の所有者以外の者が利用することが困

難な土地の売払価格の減額の可否を検討

－ － － －

企画政策課

作手総合

支所地域課

宣伝方法の見直し
お試し居住体験による販売促進（長者平団地）
西三河・名古屋方面の企業への販売促進ＰＲ
住宅展示場へのＰＲ

お試し居住体験

販売促進ＰＲ

ＰＲ方法検討

販売促進ＰＲ

ＰＲ方法検討

販売促進ＰＲ

ＰＲ方法検討

販売促進ＰＲ

ＰＲ方法検討

価格の見直し

不動産鑑定を参考に価格を見直して販売

不動産鑑定価

格見直し
販売 販売 販売

区画分割、形状変更

区画分筆販売、形状変更
検討 検討 実施 実施

用地開発課
土地開発公社保有地の早期売却

保有地売却支援業務の活用による保有地売却

販売

販売方法の

見直し

販売 販売 販売

都市計画課
旧芳ケ入住宅の所管換

（道路：土木課 平地：財政課）
所管換 － － －

市民病院

総務企画課

売却支援業務委託

不動産販売事業者へのヒアリング
－ － － －

売却できなかった際の利活用方法の検討 － － － －
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キ 学校・こども園の跡地利用

ク 空き家活用

ケ ごみの有料化

検討項目 具体的な取組内容

取組目標等又は

歳入増加見込額（単位：千円）

平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度

学校・こ

ど も 園

の 跡 地

利 用 の

促進

企画政策課

教育総務課

施設毎の跡地利用方針（売却、賃貸、取壊し）

の決定

地元調整

利用方針決定

地元調整

利用方針決定
－ －

土地の境界確定 － 境界測量 境界測量 境界測量

売却、賃貸、取壊し － 実施 実施 実施

こども未来

課

旧中央こども園の跡地利用方針決定 検討 検討 検討 検討

旧吉川こども園の避難所指定解除 検討 検討 検討 検討

検討項目 具体的な取組内容

取組目標等又は

歳入増加見込額（単位：千円）

平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度

空 き 家

活 用 の

促 進 方

策

都市計画課

空き家に対する住宅用地特例の適用措置の

検討

検討

制度設計
周知 実施 継続

無償版空き家バンクの検討（司法書士との連

携）
検討 実施 継続 継続

空き家所有者への意向調査 実施 － － －

検討項目 具体的な取組内容

取組目標等又は

歳入増加見込額（単位：千円）

平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度

家庭系可

燃ごみ有

料化の可

能性検討

生活環境課

ごみ有料化の可能性検討・方針決定 検討 決定 － －

市民意向調査の実施 実施 － － －
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（２）歳出見直し

ア 事務のペーパーレス化促進

イ 窓口業務等アウトソーシング

※ＲＰＡ：ロボットを使った業務プロセスの自動化。職員が行う単純で膨大な入力作業等をＲＰＡソフトが処理。

ウ 施設管理経費削減

エ 用品調達経費削減

検討項目 具体的な取組内容

取組目標等又は

歳出削減見込額（単位：千円）

平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度

会議、決裁、個人文書

等のペーパーレス化

方策

両面集約の活用、手引き・マニュアル・各種

計画等の個人的な打ち出しの禁止・制限

使用量削減

（３０％）

１，０４４

使用量削減

（４０％）

１，３８７

使用量削減

（４５％）

１，５６０

使用量削減

（５０％）

１，７３２

端末更新に合わせてタブレットパソコンを

全職員に配布

⇒庁内会議等でのペーパーレス会議の実施

実施率

（８０％）

実施率

（９０％）

実施率

（９５％）

実施率

（１００％）

検討項目 具体的な取組内容

取組目標等又は

歳出削減見込額（単位：千円）

平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度

窓口業務等のアウト

ソーシング化の実現

検討

窓口業務に関する事務の効率化、集約化

直営による

窓口業務

検証作業

アウト

ソーシング

検討・決定

仕様検討 実施

再任用職員、臨時職員の派遣体制の整備
業務量調査

人材確保

係又はルール

設定

試行的実施

試行的実施

検証
本格実施

ＡＩ、ＲＰＡ※技術、機器等を導入
デモ

検討

ＲＰＡ等導入

順次実施

継続

処理事務の

追加

継続

処理事務の

追加

外部（高齢者、障害者）委託の実施

実施

（生活環境課

予定）

実施

検証・見直し

実施

検証・見直し

実施

検証・見直し

検討項目 具体的な取組内容

取組目標等又は

歳出削減見込額（単位：千円）

平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度

施設管理業務委託の

とりまとめによる業

務の省力化、効率化

緑地管理、草刈り作業

等の業務一元化や高

効率化

施設管理業務の抽出・分類・調整 実施 － － －

施設管理業務委託の発注・契約 準備
実施

１，４６７

実施

１，４６７

実施

１，４６７

草刈り業務等作業班の設置 準備
実施

９，３７２

実施

９，３７２

実施

９，３７２

検討項目 具体的な取組内容

取組目標等又は

歳出削減見込額（単位：千円）

平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度

庁内物品の購入及び

ストック方法の見直

し

単価契約物品購入に係る事務の効率化
実施

４７０

継続

４７０

継続

４７０

継続

４７０

備品の再利用による購入の抑制
実施

１００

継続

１００

継続

１００

継続

１００

消耗品の再利用による購入の抑制
実施

１０

継続

１０

継続

１０

継続

１０

レギュラーガソリンのセルフ給油
実施

１４０

継続

１４０

継続

１４０

継続

１４０
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オ 総人件費の削減

カ 補助金の見直し

キ 扶助費の見直し（就学援助を含む。）

ク 給食の提供方法

検討項目 具体的な取組内容

取組目標等又は

歳出削減見込額（単位：千円）

平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度

総人件費の適正化

『第４次定員適正化計画』により新たな定員

管理を実施
実施 実施 実施 実施

時間外勤務縮減に向けた庁内の取り組み 継続 継続 継続 継続

検討項目 具体的な取組内容

取組目標等又は

歳出削減見込額（単位：千円）

平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度

既存補助金の見直し

・毎年「新城市補助金等評価・検証シート」

の作成を義務付け、補助金適正化の判断材

料とし、担当課自ら見直しができる手法を

確立

・予算要求時の添付資料として評価・検証シ

ートを財政課に提出

試行 実施 実施 実施

検討項目 具体的な取組内容

取組目標等又は

歳出削減見込額（単位：千円）

平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度

扶助費の

見直し

福祉介護課

障害者手当の重点化について検討

検討内容を東三河五市障害福祉担当者会議

等に議題提出

検討 検討 検討 検討

こども未来

課

市遺児手当の見直し（所得制限の導入等の検

討）

見直し

２，５２０

継続

２，５２０

継続

２，５２０

継続

２，５２０

教育総務課

県内や近隣市町村の状況等を把握しながら、

対象者の基準見直しや援助内容など制度の

あり方全体を検討

検討 検討 検討 検討

検討項目 具体的な取組内容

取組目標等又は

歳出削減見込額（単位：千円）

平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度

給食の提

供方法

こども未来

課
こども園再編指針の見直し 検討 検討 検討 検討

教育総務課

早期に給食施設を集約・配置等の整備計画（基

本設計）を確定し、可能な限り給食施設を集

約した給食調理方式に移行

整備計画策定

新城中学校区

の実施設計等

新城中学校区

の実施設計・

建築確認

新城中学校区

の給食共同調

理場建設工事

新城中学校区

の給食受入施

設の改修工事
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ケ 地域自治区予算の見直し

（３）公共施設等管理適正化

検討項目 具体的な取組内容

取組目標等又は

歳出削減見込額（単位：千円）

平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度

より良い地域自治区予

算のあり方

地域協議会からの事業提案とそれに対する市
の方針との整合性や市からの事業化案との合
意形成過程の充実を図るため、「地域自治区予
算組成のための情報共有シート」を作成

実施 実施 実施 実施

より良い地域活動交付

金のあり方

委託料や工事請負費等を計上した団体に対
し、写真の撮り方等の留意点を記載したチラ
シを配布

実施 実施 実施 実施

事業中期における採択団体とのコミュニケー

ションの実施
実施 実施 実施 実施

地域活動交付金の運用基準（Ｑ＆Ａ）の作成 作成 作成 作成 作成

検討項目 具体的な取組内容

取組目標等又は

歳出削減見込額（単位：千円）

平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度

ＰＩ推進

市民との相互理解を基

本とした進め方

公共施設配置基準（案）に関する庁内研修 30年度実施 － － －

公共施設の将来像の策定に向けたＰＩプロ

セスの設計及び実施

29・30・31

年度実施
－ － －

公共施設配置基準作成

真に必要な公共サービ

スのための公共施設配

置基準

配置基準根拠を整理
29・30年度

実施
－ － －

施設調査

公共施設の調査基準の

作成及び現地調査デー

タベースの充実

公共施設管理適正化部会の目標達成に向け

たＰＩ推進、公共施設配置基準作成の各プロ

ジェクトの検討における施設運用の法的な

矛盾点や課題の解決について専門的視点か

ら支援を実施

29・30年度

実施
－ － －

所管課にて保管されている各施設の資料を

時間をかけて確認するとともに、施設管理に

重要な資料は整理及びデータ化のため一度

集約

実施 実施 － －

施設管理に向けた劣化度調査要綱や施設の

管理マニュアル等の作成。現有の資産運用シ

ステム及び財産管理システムを再構築

実施 実施 － －
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